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 令和７年１１月　教育委員会　定例会

鈴鹿市教育委員会

議　　　　案

（第　２２０１・２２０２　号）

令和７年１１月１７日



議案第２２０１号 

令和７年度鈴鹿市教育費第２号補正予算案について 

議会の議決を経るべき次の議案について、原案のとおり了承する。 

令和７年１１月１７日提出 

 同日原同日原案承認 

鈴鹿市教育長 廣田 隆延 

令和７年度鈴鹿市教育費第２号補正予算案 

（ 別 紙 ） 

提案理由 

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条の規定に基づき市長から意見

を求められた令和７年度鈴鹿市教育費第２号補正予算案について、教育委員会の議

決を得るため、この議案を提出する。 
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国・県支出金 地　方　債 そ　の　他 一般財源

45,407 0 5,357 52,031

補正額内訳

20,416 12,415

8,001

3,745 945

△ 753

178

178

717

2,120

180

180

10,790 8,526

2,264

180 180

6,355 6,355

4,046 3,507

359

180

令和７年度鈴鹿市教育費第２号補正予算案

１　教育費補正額　　　　　 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 補正後の額

7,237,146 102,795 7,339,941

　　　　補　正　額　の　財　源　内　訳

（単位：千円）

　摘　　　　　　　　　要

２　教育費補正額内訳

項 補　正　額 目

教育総務費

小学校費

健全育成事業費

人権教育センター管理運営
事業費

事務局費

教育振興費

学校管理費

教育振興費

幼稚園費

社会教育費

中学校費

幼稚園費

社会教育費

24,161

10,790

180

6,355

4,046

人件費／一般職

会計年度任用職員給与等

国際化教育推進費

教育相談事業費

特別支援教育推進事業費

外国人児童生徒サポート事
業費／適応支援事業費

外国人児童生徒サポート事
業費／就学支援事業費

学力向上支援事業費

子育てのための施設等利用
給付事業費

不登校対策推進事業費

人件費

給食調理室運営費／会計年
度任用職員給与等

部活動地域移行推進費

人件費

人件費
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2,097 2,097

5,051 3,617

1,434

50,115 50,115

102,795 102,795計 102,795  計

人件費

人件費

管理運営費／会計年度任用
職員給与等

保健体育費 保健体育総務費

学校給食セン
ター費

学校給食費管理費／食材調
達費

学校給食費

57,263
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議案第２２０２号 

鈴鹿市立学校施設使用条例の一部改正について 

議会の議決を経るべき次の議案について、原案のとおり了承する。 

 

 

 

 

 

                        令和７年１１月１７日提出 

                            同日原案承認 

                      鈴鹿市教育長 廣田 隆延 

 

 

 

鈴鹿市立学校施設使用条例の一部を改正する条例 

   （ 別 紙 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２９条の規定に基づき市長から意見

を求められた鈴鹿市立学校施設使用条例の一部を改正する条例案について、教育委

員会の議決を得るため、この議案を提出する。 
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（ 別 紙 ） 

 

鈴鹿市条例第  号 

 

鈴鹿市立学校施設使用条例の一部を改正する条例 

 

鈴鹿市立学校施設使用条例（昭和２８年鈴鹿市条例第４号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前欄に掲げる規定を同表の改正後欄に掲げる規定に下線で示すように

改める。 

改 正 後 改 正 前 

鈴鹿市立学校施設の目的外使用に関す

る条例 

鈴鹿市立学校施設使用条例 

（趣旨）  

第１条 この条例は、学校教育法（昭和22年

法律第26号）第137条の規定に基づき、鈴

鹿市立学校の学校施設（学校施設の確保に

関する政令（昭和24年政令第34号）第２条

第２項の学校施設をいい、当該学校施設に

係る設備及び備品を含む。）（以下「学校

施設」という。）の目的外使用に関し必要

な事項を定めるものとする。 

第１条 鈴鹿市立学校施設の使用については 

、法令その他別に定めるもののほか、この

条例の定めるところによる。 

（対象施設）  

第２条 この条例において目的外使用の対象

となる学校施設は、次のとおりとする。 

第２条 この条例において学校施設とは、学

校（幼稚園を含む。）の建物・土地及び備

品をいう。 

(１) 屋外運動場  

(２) 屋内運動場  

(３) 武道場  
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(４) 会議室  

(５) 特別教室  

(６) 前各号に掲げるもののほか、鈴鹿市

教育委員会（以下「教育委員会」という 

。）が認める学校施設 

 

（使用の許可）  

第３条 学校施設を使用しようとするものは 

、別に定めるところにより教育委員会の許

可を受けなければならない。許可を受けた

事項を変更しようとするときも、同様とす

る。 

第３条 前条の施設を使用しようとする者は 

、別に定めるところにより教育委員会の許

可を受けなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の許可に学校施設の

管理上必要な条件を付することができる。 

 

（許可の基準） 

第４条 学校施設を使用することができるも

のは、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。 

第４条 

(１) 社会教育の普及振興を図る団体  

(２) スポーツ及びレクリエーション活動

の普及振興を図る団体 

 

(３) 自治会、地域づくり協議会その他の

地域的な市民活動を行う団体 

 

(４) 国及び他の地方公共団体  

(５) 公益上特に必要と認める団体  

２ 前項の規定にかかわらず、教育委員会は 

、次の各号のいずれかに該当するときは、

学校施設の使用を許可しない。 

  次の各号の一に該当するときは、使用を

許可しない。 

(１)  略 (１)  略 

(２) 教育上又は管理上支障を来すおそれ

があるとき。 

(２) 教育上又は管理上支障を来すおそれ

のあるとき。 
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(３) 公益又は公安を害し、善良な風俗を

乱すおそれがあるとき。 

(３) 私人又は私人の行為であることの濃

厚と認められるとき。 

(４) 学校施設を損傷するおそれがあると

き。 

(４) 施設を損傷するおそれのあるとき。 

(５) 営利を目的とする使用であるとき。  (５) 入場料（会員券によるものを含む。

）をとるもの。ただし、公益を目的とす

るものはこの限りでない。 

(６) 備品を当該学校以外の場所で使用し

ようとするとき。 

(６) 備品を校地以外の場所で使用しよう

とする場合 

(７) 前各号に掲げるもののほか、教育委

員会が使用を不適当と認めるとき。 

 

（使用時間）  

第５条 学校施設の使用時間は、午後４時か

ら午後９時まで（学校が休業する日にあっ

ては、午前７時から午後９時まで）とする 

。ただし、教育委員会が特に必要と認めた

場合は、これを変更することができる。 

 

（使用料）  

第６条 第３条第１項の許可を受けたもの（

以下「使用者」という。）は、別表に定め

る使用料を納付しなければならない。 

第５条  

２ 市長は、特別の事由があると認める場合

は、規則の定めるところにより使用料を免

除することができる。 

 

３ 使用者は、第１項の使用料のほか、学校

施設の使用上特に必要とする費用の実費を

負担しなければならない。 

電話・電燈を使用したときは、その実費

を使用者が負担しなければならない。 

（使用料の還付）  

第７条 既納の使用料は、還付しない。ただ

し、市長が特別の理由があると認める場合
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は、この限りでない。 

（許可の取消し等）  

第８条 教育委員会は、次のいずれかに該当

すると認めたときは、学校施設の使用の許

可を取り消し、その効力を停止し、又はそ

の条件を変更することができる。 

 

(１) 第４条第２項各号のいずれかに該当

したとき。 

 

(２) 使用者が使用の許可の条件に違反し

たとき。 

 

(３) 使用者が偽りその他不正の手段によ

り使用の許可を受けたとき。 

 

(４) 災害その他の理由により、学校施設

の使用ができなくなったとき。 

 

(５) 使用者がこの条例又はこの条例に基

づく規則若しくは教育委員会規則に違反

したとき。 

 

(６) 前各号に掲げるもののほか、学校施

設の管理上支障を来すおそれがあるとき 

 。 

 

（権利譲渡等の禁止）  

第９条 使用者は、使用の権利を他に譲渡し 

、又は転貸してはならない。 

 

（原状回復の義務）  

第10条 使用者は、学校施設の使用を終えた

とき、又は第８条の規定により許可を取り

消され、若しくはその効力を停止されたと

きは、直ちに当該学校施設を原状に回復し

なければならない。 

第６条 使用者が使用が終つたときは、係職

員の指示を受けて、火気の始末を確め、室

の内外を清掃し、器具を整理しなければな

らない。 

（損害賠償）  
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第11条 使用者は、学校施設を損傷し、又は

滅失したときは、その損害を賠償しなけれ

ばならない。ただし、市長が特別の理由が

あると認めたときは、その全部又は一部を

免除することができる。 

第７条 使用により建物又は備品を滅失損傷

したときは、使用者は自己の所為如何にか

かわらずこれを弁償し、又は原状に復さな

ければならない。 

  

 第８条 使用許可のあつた後でも使用者が申

請事項を履行しないとき又は教育委員会が

必要と認めたときは、その許可を取り消す

ことができる。 

（委任）  

第12条 この条例に定めるもののほか、学校

施設の目的外使用に関し必要な事項は、規

則又は教育委員会規則で定める。 

第９条 この条例に規定するほか、必要な細

則は、別に定める。 

別表（第６条関係）  

 区分 使用料（１時間

につき） 

  

 屋内運

動場又 

全面を使用

する場合 

300 円   

は武道

場 

半面を使用

する場合 

150 円 

 会議室

又は特

別教室 

１室 100 円   

 備考  

１ 屋外運動場の使用に係る使用料は、

無料とする。 

 

２ 使用時間は、準備及び原状回復に要

する時間を含む。 
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３ 使用時間に１時間に満たない時間が

ある場合は、これを１時間とみなして

計算する。 

 

 ４ 屋内運動場の冷暖房設備を使用した

場合の使用料は、使用した時間に700

円（冷暖房設備の半分の台数の使用が

可能な場合において、当該冷暖房設備

の半分の台数を使用したときにあって

は、350円）を乗じて得た額をこの表

により計算した額に加算した額とする 

。この場合において、１時間に満たな

い時間がある場合は、これを１時間と

みなして計算する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日

から施行する。 

（準備行為） 

２ この条例による改正後の鈴鹿市立学校施設の目的外使用に関する条例（以下「新

条例」という。）第３条の規定による使用の許可及びこれに関し必要な手続その他

の行為は、この条例の施行の日前においても、新条例の例により行うことができる

。 

（経過措置） 

３ 新条例の規定は、この条例の施行の日以後の学校施設の使用について適用し、同

日前の学校施設の使用については、なお従前の例による。 
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    令和７年１１月　教育委員会　定例会

報　告　事　項

鈴鹿市教育委員会

令和７年１１月１７日



11月定例教育委員会 

中学生ピロリ菌検診実施について 

学校教育課 

１ ９月 30 日 第 12 回 中学生ピロリ菌検診検討委員会について 

（１）令和６年度実施結果 及び 令和７年度実施状況

【 令和７年度 今後のスケジュール 】 

９月中旬 一次検査結果通知（陽性者へは二次検査案内同封） 

結果到着後 ～３月 二次検査実施医療機関にて二次検査実施 

（２）令和７年度（１次検査実施まで）について

・受検率は、昨年度より上がったが、80～90％に達していない。

・前日に啓発した学校は、受検率が高いため、他校でも行うとよい。

・９月 30 日現在、生徒や保護者等から不安の声は届いていない。

・令和８年４月以降となる除菌治療について、案内を確実に行う。

・除菌費用(10,000 円程度)について、市で助成が可能か知りたい。

（３）令和８年度について

・案 内：実施案内を事前に送付。

提出忘れがないよう、ピロリ菌検診尿提出日の前日にも、 

学校と教育委員会から案内。 

・配 布：令和７年度同様、学校検尿は学校配布、ピロリ菌検診は郵送。

・回 収：令和７年度同様、学校で両方を同じタイミングで回収。

・同意書：令和７年度同様、検査に同意する者のみ提出。

※なお、令和９年度のさらなる受検率向上のため、令和９年度以降の採尿

容器１本化に向けて検討。

検査 

対象者 

検査 

希望者 

１次検査 

受検者 

１次検査 

陽性者 

２次検査 

受検者 

２次検査 

陽性者 

１次検査 

受検率 

Ｒ６ 1,800 人 870 人 774 人 17 人 15 人 10 人 43.0% 

Ｒ７ 1,819 人 1,026 人 1,026 人 28 人 - - 56.4% 
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◆目 的  大人になったことを自覚し、自ら生き抜こうとする二十歳の方を、鈴鹿市を

挙げて祝い励ます。 

 

◆主 催  鈴鹿市・鈴鹿市教育委員会・令和８年鈴鹿市二十歳のつどい実行委員会 

 

◆日 時  令和８年１月 11 日（日） 受付   13：00～ 

式典    14：00～14：30 

イベント 14：30～15：00（予定） 

       

◆場 所  イスのサンケイホール鈴鹿（市民会館） 

 

◆対象者  平成 17 年４月２日から平成 18 年４月１日生まれの方 

住民基本台帳  令和７年１１月１日現在 1,912 人（前回 127 人減） 

        （男性 982 人  女性 930 人） 

※令和７年11月１日現在で鈴鹿市に住民登録をしている方へ、12月上旬に

案内状を送付。 

※本市に住民登録がない方でも、文化振興課まで参加希望の連絡があれば

案内状を送付（12 月下旬まで）。 

       ※当日案内状がなくても、受付で記帳すれば参加可能。 

 

◆内 容（令和８年） 

１ 二十歳のつどい実行委員による活動報告 

２ 式典   国歌斉唱（歌唱入り音源） 

市長式辞 

         来賓祝辞（市議会議長） 

         来賓紹介 

         誓いの言葉（二十歳のつどい実行委員長） 

３ イベント 

 

令和８年鈴鹿市二十歳のつどい 概要 

 

【参考】Hello,20！  

ミライヘヒラケ 

二十歳という節目に新しい自分と出会い、

人生が次のステージへ進んでいく 

という意味が込められています。 
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◆臨席者 ◎は登壇 

 〇来賓（予定）５５名 

◎衆議院議員【三重２区】（２名）◎参議院議員（２名）◎三重県議会代表（１名） 

◎鈴鹿市議会議長（１名）◎鈴鹿市自治会連合会会長（１名） 

    三重県議会議員（３名） 鈴鹿市議会議員（２５名） 

鈴鹿市自治会連合会副会長（６名） 

鈴鹿警察署長 鈴鹿市選挙管理委員長 鈴鹿市保護司会会長 

鈴鹿商工会議所会頭 鈴鹿市医師会会長 鈴鹿農業協同組合長 

鈴鹿市老人クラブ連合会会長 鈴鹿市内高等学校長代表 

鈴鹿市幼小中学校園長会会長 社会教育関係団体各代表（４名） 

 

〇主催者 15 名 

◎市長 ◎教育長 副市長（２名） 

◎教育委員会委員（４名） 社会教育委員（７名） 

 

〇報道関係 

市政記者クラブ加盟社（16 社） 

 

◆動画配信  

後日、市公式 YouTube でダイジェスト映像を公開 

 

◆二十歳のつどいが中止となった場合の対応（案内状送付後） 

  報道機関及び市ウェブサイト・フェイスブック・Ⅹ（旧：ツイッター）、LINE、 

インスタグラムで中止の周知 
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主催：鈴鹿市 

『ライフサイクルゲーム』は、学校の授業や企業研修などで延べ 4 万人以上の方に体

験いただき大好評を頂いているボードゲームです。 

ボードゲームを通じて病気やケガ、災害などのリスク、お金の大切さや資産形成、将

来に備えることの重要性を楽しく学ぶことができます。体験後にはゲームに登場する

消費者被害や金融商品の解説などもあります。 

令和８年１月３１日（土） 

10：00～11：30 

13：30～15：00 定員：各 60名程度 

鈴鹿市役所 本館 12階 1203会議室 

講師：第一生命保険(株) 三重支社  

資産形成・承継・相続アドバイザー  高野 栞さん 

 事前申込制・先着順 ※12 月 5 日（金）より受付開始 
（定員に達した時点で締め切ります。） 

1 申込方法   申込フォーム・電話のいずれかでお申込みください。 

①名前 ②電話番号 ③メールアドレス ④年代 

※受講決定通知は送付しません。 

2 問合わせ先 〒513-8701  鈴鹿市神戸一丁目１８番１８号 

鈴鹿市文化振興課  

電話 059-382-7619 FAX 059-382-9071   

電子メール bunkashinko@city.suzuka.lg.jp 申込フォーム 

※駐車場は混雑が予想されます。時間に余裕をもってお越しください。 

※万一ご都合が悪くなった場合は、キャンセルの連絡をお願いします。 

※諸般の事情により、やむを得ず講座を中止する場合がございます。 

受講料 

 無料！ 

 

すごろくで学ぶ金融リテラシー 

『ライフサイクルゲーム』 
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